大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付要綱を次のように定める。
　　令和２年　３月３１日
大分市長　佐　藤　樹一郎　　　

大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、特殊詐欺等防止機能付き電話機及び機器（以下「電話機等」という。）の普及を促進し、大分県特殊詐欺等被害防止条例（令和元年大分県条例第３７号）第２条に規定する特殊詐欺等による被害防止を図るため交付する大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金（以下「補助金」という。）に関し、大分市補助金等交付規則（昭和４９年大分市規則第５６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（補助対象者）
第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。
(1) 市内に住所を有し、かつ、居住していること。
(2) 補助金を申請した日において、満６５歳以上の者又は満６５歳以上の者と同一
の世帯に属する者であること。
(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第
２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。

　（補助対象事業）
第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、電話機等の購入及び設置とする。
２　補助金の交付の対象となる電話機等は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
1  補助対象者が購入し、居住する住居に設置したもの
⑵　電話機又は電話機に容易に取り付けることが可能な外付け機器であって、次のいずれかの機能を有するもの　
ア　電話の着信時に、相手方に警告音声を発する機能を有し、かつ、通話中にその内容を自動で録音する機能
イ　迷惑電話番号データベースに登録された情報等により、被害を引き起こす可能性のある電話番号を自動で判別して、着信を拒否し、又は警告表示する機能
（補助対象経費）
第４条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要する費用とする。
　（補助金の額等）
第５条　補助金の額は、補助対象経費の額に３分の２を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、１０，０００円を限度とする。
２　補助金の交付の申請は、1世帯につき1回に限るものとする。
３　補助金は、予算の範囲内で交付する。
（交付の申請及び実績報告）
第６条　補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
⑴　収支決算書
⑵　領収書等の写し
⑶　購入した電話機等のカタログ、取扱説明書その他当該電話機等の機能が確認できる書類の写し
⑷　誓約書
⑸　その他市長が必要と認める書類
（交付の決定及び額の確定）
第７条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当であると認めたときは、補助金の交付を決定するとともに補助金の額を確定し、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付決定通知書兼補助金額確定通知書（様式第２号）により、不適当であると認めたときは、補助金の不交付を決定し、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、必要な条件を付すことができる。
（請求）
第８条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付を請求しようとするときは、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
（交付決定の取消し等）
第９条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該取消しの部分について、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。
　⑴　補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
⑵　法令、規則又はこの要綱及び市長の指示に違反したとき。
　⑶　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
　⑷　その他市長が不適当であると認めたとき。
　（補則）
第１０条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この要綱は、令和２年　４月　１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和３年１月４日から施行し、令和２年４月１日以後の電話機等の購入及び設置について適用する。
　　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　改正後の大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に特殊詐欺等防止機能付き電話機及び機器（以下「電話機等」という。）の購入及び設置をする者について適用し、同日前に電話機等の購入及び設置をした者については、なお従前の例による。

 様式第１号（第６条関係）

年　　月　　日

大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付申請書兼実績報告書

大分市長　　　　　　　　殿

申請者　〒
住所
氏名　　　　　　　　　　　
電話番号
生年月日 　年　月　日（満　　歳）

　次のとおり特殊詐欺等防止機能付き電話機等を設置したので、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付要綱第６条の規定により、補助金の交付を申請します。


	設置場所
	□申請者住所と同じ
□申請者住所とは別の場所（下記）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助対象経費の額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	世帯状況
	□満65歳以上の者のみで構成される世帯
□満65歳以上の者を含む世帯

	添付資料
	⑴　収支決算書
⑵　領収書等の写し
⑶　購入した電話機等のカタログ、取扱説明書その他当該電話機等の機能が確認できる書類の写し
⑷　誓約書
⑸　その他市長が必要と認める書類



代理人
	住　所
	〒

	氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　　
	生年月日
	

	
	
	電話番号
	


※窓口に来られた方が代理人の場合のみ記入してください。

  上記申請内容について、大分市で保有する情報を確認すること及び大分市が警察等の関係機関に確認を行うことに同意します。

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _GoBack]申請者　　　　　　　　　　         　　　　
様式第２号（第７条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日


大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付決定通知書
兼補助金額確定通知書


　　　　　　　　　　殿

大分市長　　　　　　　　　　印


　　　年　　月　　日付けで申請のあった大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金については、次のとおり交付を決定するとともにその額を確定したので、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付要綱第７条の規定により通知します。


１　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金交付確定額　　　　　　　　　　　　円

３　補助の条件



様式第３号（第７条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日


大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金不交付決定通知書


　　　　　　　　　　殿

大分市長　　　　　　　　　　印


　　　年　　月　　日付けで申請のあった大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金については、次の理由により不交付と決定したので、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付要綱第７条の規定により通知します。


１　不交付の理由

様式第４号（第８条関係）
年　　月　　日


　　大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付請求書


　大分市長　　　　　　　　殿

申請者　〒
住所
氏名　　　　　　　　　　　
電話番号

　　年　月　日付け　　第　　号で交付の決定を受けた大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金について、大分市特殊詐欺等被害防止対策推進事業費補助金交付要綱第８条の規定により、次のとおり請求します。



１　補助金交付請求額　　　　　　　　　　　　円

２　振込先
	金融機関名
	


	支店等名
	

	預金等の種類
	□普通
□当座
□その他（　　　　　　）
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	


※振込先については、預金通帳の写し等の添付により記入を省略することができます。
